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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交付請求をいただい
た株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）には記載しておりません。

第40期定時株主総会　その他の電子提供措置事項
（交付書面非記載事項）

新株予約権等に関する事項
会 計 監 査 人 の 状 況
業務の適正を確保するための体制
会社の支配に関する基本方針
連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
貸 借 対 照 表
損 益 計 算 書
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

第40期（2025年６月１日から2026年５月31日まで）

株式会社ウェザーニューズ
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新株予約権

新株予約権等に関する事項

① 当事業年度の末日において当社役員が保有する当社の新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

② 当事業年度中に当社使用人等に交付した当社の新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

③ その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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会計監査人の状況

区分 金額
公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項の業務に係る報酬等の額 60,500千円
公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 －千円

合　　計 60,500千円

当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 60,500千円

会計監査人の状況

① 名称
　PwC Japan有限責任監査法人

② 報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載し
ております。

　監査役会は、適正かつ効率的な監査を実現するために、監査計画の内容、従前の職務執行状
況、及び必要な監査日数や人員数等について、当社の会計監査人と十分な協議を重ねたうえで、
監査報酬が決定されたものであることを確認し、会計監査人の監査報酬につき、会社法第399条
第1項の同意を行っております。

③ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。
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会計監査人の状況

法定監査 任意監査等
WEATHERNEWS U.K. LTD.
Weathernews France SAS
WEATHERNEWS HONG KONG LIMITED
Weathernews Shanghai Co, Ltd.
WEATHERNEWS SINGAPORE PTE. LTD.
WEATHERNEWS (THAILAND) CO., LTD.

WEATHERNEWS AMERICA INC.
Weathernews Benelux B.V.
Weathernews Korea Inc.
WEATHERNEWS TAIWAN LTD.

④ 子会社の監査
　内部統制の観点により、下記の連結子会社は、当該国の法規定の有無にかかわらず、当社の会
計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者
を含む。）の監査を受けております。

（注）法定監査は、会社法又は金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含む。）の規定による
ものに限っております。

⑤ 会計監査人の選解任等の方針
１）会計監査人の選任又は再任の方針

　当社における会社経理と会計監査の関係は、財務報告において、事業実態を適切に表し、ま
た客観性を担保するための共創と考えております。同時に、相互に業務の適正を維持するた
め、関与する法人又は業務執行社員を定期的に見直すこととしております。
　監査役会は、会計監査人を選任する場合、その適格性、当社との共創に対する取り組み姿勢
等を確認のうえ、株主総会に提出する会計監査人の選任に関する議案の内容を決定します。会
計監査人を再任する場合、上記のほか、監査計画や監査実施状況の相当性等を確認のうえ、解
任又は不再任の必要がない旨を決定します。

２）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、会計監査人が職
務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査役会が会計監査人の解任又は不再
任に関する議案を決定し、株主総会に提案します。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制

①　コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方
　当社は、自らが市場に対して開かれた会社であると深く自覚し、株主をはじめ、お客様、役員・従業員
などを含むあらゆる人々との情報交信を通じ、当社の「サポーター価値創造」を、社員全員の力で実現す
ることを経営理念としており、中長期的な企業価値・株主価値の最大化に努めております。また、「船乗
りの命を守りたい。地球の未来も守りたい。」という夢を持つ企業として、人間社会・企業活動のみなら
ず、地球環境がともに持続可能となる社会の実現が私たちのミッションであると考えております。
　Transparency（透明性）という当社の企業理念のもと、法律に規定される情報開示にとどまらず、企
業理念・文化・経営戦略・ビジネスモデル・将来の価値創造に向けたビジョン等を開示し、当社の企業価
値を巡る根源的な考え方を示すことで、サポーターとの相互信頼を醸成し、中長期的な企業価値の向上の
共創を目指しております。
　当社は、株主、お客様に対してはもとより、社内においても必要な情報が適正に共有され、建設的に議
論できる環境の構築に努めております。また、常に変化し続ける市場環境に対応するため、経営の理念と
して「AAC(Aggressively Adaptable Company)」を志向し、社外の優れた知恵や深い見識を経営に反
映させ、公正な企業活動の推進を図っております。
　このふたつの方針のもと、運用指針としては、当社の役員・従業員一人ひとりの起業家精神や自立性を
前提とし、専門的な役割を持って機能する体制の確立を管理・運営システムの根幹に位置づけておりま
す。また、「相互信頼の文化」のもと、自律分散統合型企業を目指すとともに、KGIやKPIに基づいた明確
な指針を設定し、定量的な評価と規律ある「目による管理」を実行しております。
　経営組織は各市場の売上及び利益の責任を明確にするために、事業部毎にサービス企画・運営・開発・
営業を行い事業を推進しております。また、各事業部に共通する部門（共同利用インフラ運営及び開発・
管理部門）をSSIと称し、各事業部を専門的な見地でサポートし、会社全体での品質及び生産性の向上を実
現します。また、取締役は事業全体を監督し、執行体制においてチェック・アンド・バランスを働かせま
す。
　さらに、事業遂行にあたっては、AAC(Aggressively Adaptable Company)会、SSM(Speed & 
Scope Merit)会などの各種会議体を通じて、会社のビジョン・経営方針を、業務遂行に係る役員・従業員
全員で共有しベクトルの合致を図り、経営課題に対する意思決定、適切な履行及び経営の合理化・効率化
を推進しております。また、手続きではなく手順（プロセス）を重んじ、形式主義に陥ることを戒める一
方で、暗黙知としての会社文化が日々新たに生まれてくるものであることを理解し、社内的に公知・公認
された会社文化、知恵・情報等を、常に社内コミュニケーションツールやイントラネットなどを通じて随
時共有し、文字や図解、映像や音声化して共有する形式知文化を尊ぶことにより、全員参加型の経営と社
内ルール・法令遵守の実現を図っております。また、経営戦略委員会を設け、経営戦略の策定及び重要課
題の審議を行うとともに、投資委員会(How Wonderful Committee)にて、新規事業・インフラ案件をビ
ジネス戦略や経済合理性の視点から評価しており、内部統制の視点からも社内ルール・法令遵守の状況を
相互確認しております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　以上のシステムを担う、個々の役員・従業員の業績に対する評価は、一人ひとりが、「MMCL（My & 
My Colleague Leader＝私は私と私の仲間のリーダー（自らが行動を見せることにより仲間をリードし
ていく起業家））」の精神に基づき、（大）事業方針にそって各人が（小）目標・課題・問題点などを定
め、これらを「有言」し、テーマを共有化することをこの評価システムの基本としております。３ヶ月ご
とに役員・従業員により開催されるMMM(Matrix Management Meeting)にて、客観的な市場の目による評
価に基づき、全社の目による管理・確認を行っております。また、有言・実行に際しては未達成でも評価
され、単なる「結果主義」に陥ることなく「プロセスも同様に評価する」と考える透明性、納得性の高い
業績評価システムを運営しております。

１）現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由
　当社は、コーポレート・ガバナンス体制の構築にあたり、「経営の実効性と公正性・透明性」を重視
しております。当社事業に精通した取締役と独立した立場の社外取締役から構成される取締役会が、的
確かつ迅速に重要な業務の執行決定と取締役による職務執行の監督を行うとともに、法的に監査権を有
する監査役が公正かつ独立の立場から、取締役の職務執行を監査し経営の監督機能の充実を図る体制
が、経営の実効性と公正性・透明性を確保し、当社の健全で持続的な成長に有効であると判断し、監査
役会設置会社制度を採用しております。

２）取締役会と執行役員制
　この監査役会設置会社制度のもとで、取締役が経営者としての職務の執行･監督を効果的・効率的に行
うために執行役員制を採用し、執行役員に業務執行の権限を委譲したうえで、取締役（会）が執行役員
の業務執行を監督します。なお、事業年度ごとの業績目標に対する取締役の経営責任を明確にするた
め、全取締役の任期を１年としております。
　また、社会環境・ビジネス環境の変化をいち早く察知し、社会的に公正な企業活動を推進するため
に、社外の優れた知恵や深い見識を経営に反映させることが重要と考え、経営に対する経験・知見豊か
な社外取締役を積極的に経営に参画させるとともに、専門性に優れた社外監査役による中立かつ客観的
な監査により、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図っております（取締役６名、監査役３名の
うち、社外取締役３名、社外監査役２名）。
　なお、経営陣の最適な人選、適正な報酬は、経営上重要であるとの考えから、取締役会は社外取締
役・社外監査役を含む取締役会の諮問機関である指名委員会・報酬委員会の答申を参考に決議しており
ます。

②　内部統制システムの整備に関する基本方針
　当社は、2026年７月９日の取締役会において、会社法第362条及び会社法施行規則第100条に基づ
き、「内部統制システムの整備に関する基本方針」を以下のとおり決議しました。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

ａ．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(会社法第362条第４項第６号)

・当社は、「取締役会規程」に基づき、取締役会を原則として月１回開催する。
・取締役は、取締役会を通じて、他の取締役の業務執行の監督を行う。
・業務執行の法令などへの適合を確保するため、取締役会、EM会 (Executive Meeting)、SSM会及びその他

の重要な会議にて、取締役、執行役員及び各リーダーより、グループ全体の業務執行に係る重要な情報の事
前報告を行い、法令違反の未然防止に努めるとともに、法令違反のおそれがある行為・事実を認知した場
合、法令違反の防止などの必要な措置を講じる。

・当社は、監査役会設置会社であり、各監査役は監査役会が定めた監査方針のもと、取締役会への出席、業務
執行状況の調査などを通じ、取締役の職務執行の監査を行う。

・当社グループは、役員や従業員が利用できるコンプライアンス報告・相談ルートである社内通報制度
「WNIヘルプライン」を複数個所設置・運用し、通報者の保護に必要な措置を講じる。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
(会社法施行規則第100条第１項第１号)

・株主総会、取締役会の議事録を、法令及び規程に従い作成し、適切に保存・管理する。
・経営及び業務執行に関する重要な情報、決定事項、社内通達などは、所管部署で作成し、適切に保存・管理

する。

ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(会社法施行規則第100条第１項第２号)

・「WNI決裁基準」により、当社の取締役会、EM会、SSM会及びその他の重要な会議での決裁事項及びグル
ープ会社での決裁事項を定める。

・取締役会、EM会、SSM会及びその他の重要な会議にて、執行役員及び各リーダーよりグループ全体の業務
執行に係る重要な情報の報告を定期的に行い、全ての取締役はその判断及び内容を監督する。

・情報保全、環境、防災、衛生、健康などに関するリスクへの対応については、それぞれの所管部署において
規程の制定、教育・啓蒙の実施をするとともに、必要に応じてモニタリングを実施する。

・危機管理を所掌する組織として、コンプライアンス・リスクマネジメント委員会を定期的にかつ必要に応じ
招集し、グループ全体のリスク管理の基本方針を明らかにするとともに、事業の継続性を揺るがすほどの重
大リスクが発生した場合の対応につき整備を進める。

ｄ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(会社法施行規則第100条第１項第３号)

・取締役会は、経営に関する基本方針、重要な業務執行に関する事項、法令及び定款に定められた事項を決議
し、重要な業務の執行状況につき報告を受け、監督する。取締役が経営者としての職務の執行・監督をより
効果的・効率的に行うために執行役員制を採用する。

・EM会でグループ全体の取締役会付議事項の事前審議を行うとともに、「WNI決裁基準」に定められた重要
な事項の確認を行う。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

・取締役会における意思決定にあたっては、十分かつ適切な情報を各取締役に提供する。
・当社グループは、毎年５月及び11月に当社グループの事業戦略や計画の確認及び経営方針に対するベクト

ル合わせを行う全社会議週間を設け、グループ全体としての最適な事業計画を策定する。

ｅ．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(会社法施行規則第100条第１項第４号)

・グループ全体の業務執行に関する方針・行動基準や役員・従業員の社会的責任を明確にした行動規範を定
め、社内イントラネットなどを通じて全役員・従業員の閲覧に供するとともに当社ウェブサイトで公開す
る。積極的なSDGs貢献を推進する社会インフラ企業のスタッフとしての自覚を促し、法令と社会規範遵守
についての教育・啓蒙・監査活動を実施する。

・内部監査部門である内部監査室が、各部門における業務執行が法令・定款に適合しているか否かの監査を実
施する。

ｆ．当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
(会社法施行規則第100条第１項第５号)

・当社グループは、当社の取締役及び執行役員が、取締役会及びEM会を通じて、グループ全体の重要事項の
決定及び子会社の業務執行の監督を行う。

・子会社の管理に関しては、各々の業務及び子会社を統括する取締役及び執行役員が、子会社の役員・従業員
に業務運営方針などを周知・徹底することにより、グループ全体の業務執行の効率性及び業務の適正を確保
する。管理部門は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の事業内容を的確に把握するため、必要に応じ
て報告を求める。

・当社では、取締役会を原則として月１回、EM会を原則として週１回開催し、グループ経営上の重要な事項
や業務執行状況を「WNI決裁基準」に基づき、適切に付議・報告する。

ｇ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
(会社法施行規則第100条第３項第１号)

・監査役の職務を専属的に補助する部署として監査役室を設置する。

ｈ．前項gの使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
(会社法施行規則第100条第３項第２号及び第３号)

・監査役室所属の従業員に対する日常業務の指揮命令権は、監査役にあり、取締役からは指揮命令を受けな
い。

・監査役室所属の従業員の異動、人事考課などについては、監査役の事前承認を得なければならないこととす
る。
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ｉ．取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役
への報告に関する体制
(会社法施行規則第100条第３項第４号及び第５号)

・当社グループの役員及び従業員が監査役に報告すべき事項及び報告の方法を定める。
・監査役は、その職務を遂行するために必要と判断するときはいつでも取締役及び従業員に報告を求めること

ができる。
・内部通報制度「WNIヘルプライン」の担当部署は、当社グループの役員及び従業員からの内部通報の状況

について、定期的に監査役に報告する。
・内部通報制度「WNIヘルプライン」の利用を含む監査役への報告を行った者が、当該報告をしたことを理

由として不利な取扱いを受けないよう必要な措置を講じる。

ｊ．監査役の職務の執行について生じる費用等の処理に係る方針に関する事項
(会社法施行規則第100条第３項第６号)

・当社は、監査役がその職務の執行について生じる費用などは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認め
られる場合を除き、「WNI決裁基準」に基づき速やかに処理する。

ｋ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(会社法施行規則第100条第３項第７号)

・監査役が、取締役及び重要な従業員からヒアリングを実施し、代表取締役社長、内部監査室及び会計監査人
とそれぞれ定期的にかつ必要に応じ意見交換を実施できる体制とする。

・グループ監査体制を実効的に行うために、監査役が子会社取締役・監査役と定期的に意見交換を実施すると
ともに、当該国の法規定の有無にかかわらず、すべての子会社でグローバルなネットワークを有する会計監
査人と契約する。

ｌ．反社会的勢力排除に向けた基本的考え方及びその整備状況
・当社グループは、反社会的な活動や勢力に対して一切の関係を遮断する。
・万一、反社会的勢力からの関係を強要された場合には、法務部門を中心に顧問弁護士、警察などと連携を図

り、毅然とした態度で対応する。

③　第40期事業年度における内部統制システムの運用状況の概要
　当社は、取締役会において決議された「内部統制システムの整備に関する基本方針」に基づき、内部統
制システムを整備し運用しており、第40期における当該システムの運用状況の概要は以下のとおりです。

ａ．内部統制システムの全般
・事業年度開始時及び中間期に当社グループの事業戦略や計画の確認及び経営方針に対するベクトル合わせを

行う全社会議週間を設けております。
・期中ではAAC会は、6回開催され、事業計画の月次進捗状況及び各市場の市場環境の変化を確認するととも
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に、グループ全体の業務の適切な履行及び合理的・効率的遂行を確認しております。投資委員会は、1回開
催され、新規事業・インフラ案件をビジネス戦略や経済合理性の視点から評価しており、内部統制システム
の目的である「業務の有効性・効率性」「資産の保全」「財務報告の信頼性」「法令等の遵守」を確保する
視点から、所定の確認手続きを行っております。

・内部監査室は、内部統制システムの整備・運用状況の期中での評価状況を適宜EM会及び取締役会に報告す
るとともに、事業年度末時点での内部統制活動の実施状況評価や年間の内部監査の結果等に基づき、内部統
制システムの有効性評価結果をEM会及び取締役会に報告しております。

・なお、当社はこれらの評価結果並びに経営環境、会社事業及び業務の変化に伴い生じる課題に対して、内部
統制システムの有効性向上に資する改善策を策定し、次年度の内部統制の実施計画に反映しております。

ｂ．法令等に適合することを確保する体制の運用状況
・当社は、コンプライアンスに対する意識を高めその具体的行動につながるよう、社是・経営理念等を適宜見

直すプロセスに加え、社会的責任を明確にした「Weathernewsグループ行動規範」を策定し、これを周
知・徹底しております。また、毎週開催される全体会議の場であるSSM会では、業務・運営上の課題が共有
され、法令、倫理面からも多角的に討議されております。第40期は、前期に引き続き財務報告の信頼性の
更なる向上に向け、経理・財務部門の体制強化を進めました。また、事業部門と経理・財務部門の権限と責
任の明確化による事業部門からの報告品質を担保する仕組みを整備し、運用しております。

・当社は、期中に取締役会を11回開催し、重要な業務執行に関する事項、法令及び定款に定められた事項に
ついて活発な意見交換をベースに審議・決議を行いました。また、法令に定められた事項及び重要な業務の
執行状況につき報告を受け、取締役・執行役員の職務遂行を監督しました。また、役員が任意で参加し、意
見交換を行う場を期中に２回開催しました。

・スコアリング委員会は、当社グループのコンプライアンスに関する課題を把握し、その対応策を策定し実行
しました。

・当社はコンプライアンス報告・相談ルートである社内通報制度「WNIヘルプライン」 として管理部門・監
査役・社外監査役及び社外の機関を設置しております。WNIヘルプラインの行動指針には、個人情報の取
扱い、通報者の保護に関する措置を明記し、当社グループの役員・スタッフに対して周知を継続しておりま
す。

ｃ．損失の危険の管理に関する運用状況
・取締役及び執行役員は、当社グループ全体の業務執行の進捗状況を取締役会及びEM会で定期的に報告して

おります。
・業務執行に係るリスクが顕在化した場合には、コンティンジェンシー・プランのリスクのレベルに応じて、

適切な体制の構築、対策の実施と情報開示を行っております。
・情報及び物品の現品管理方法に関して、倉庫の入退室管理システムの導入等、より厳格なセキュリティ対策

の実施と運用の改善を図っております。また、情報セキュリティ管理チームにより、情報セキュリティリス
クの把握及び対応を通じたセキュリティレベル向上を図っております。

・コンプライアンス・リスクマネジメント委員会により、BCP整備・想定訓練を行っております。
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ｄ．効率性確保に関する運用状況
・執行役員（取締役兼務を含む）が参加するEM会は、週１回開催され、当社グループ全体の取締役会やSSM

会付議事項の事前審議を行っております。
・取締役会、EM会の議案と関連資料の事前配布に努め、会議体出席前の検討時間の確保に努めております。
・AAC会で事業計画の月次進捗状況に対する市場環境の変化や数値面での実績・計画の変化を共有し、事

業・販売計画の変化がある場合は、開発マネージメントを変更し製販のベクトル合わせを行っております。

ｅ．企業集団における内部統制システムに関する運用状況
・各地域における事業の販売・利益責任を明確にし、更なる利益向上を目指すため、当該地域における主たる

事業を担当する各事業主責任者が、海外の子会社を管理しております。各取締役・担当執行役員が各事業主
責任者を監督し、取締役会及びEM会にその職務内容に応じて適宜付議・報告を行うことで、子会社の業
務・運営上の課題を共有し、その手順の明確化を行っております。

・海外の子会社のビデオ・カンファレンスによるSSM会への直接的な参加及び社内報の一部（SSM会での社長
メッセージ等）を英訳化・図解化するなどして、子会社の役員・従業員に業務運営方針及びコンプライアン
ス上の課題を周知・徹底するとともに、各事業担当・運営担当執行役員や各事業主責任者が、適宜子会社を
訪問するなどして直接のコミュニケーションに努めております。

ｆ．監査役監査の実効性確保に関する運用状況
・監査役は、取締役会への出席の他、常勤監査役においてはEM会、SSM会、スコアリング委員会等の重要な

会議への出席に加え、月次決算における財務分析の会議に参加する等、内部統制システムの整備・運用状況
の適正性確保に努めております。

・監査役会は、期中に14回開催され、取締役会の議題、その他経営上の重要事項を監査役間で事前に共有し
ております。各監査役は、取締役及び執行役員の業務執行状況の調査、内部監査室及び会計監査人と連携し
て、取締役の職務執行の監査を行う他、監査役会としての意見を四半期毎に取りまとめ取締役会に報告して
おります。また社外取締役も参加する（拡大）監査役会を適宜開催し、社外役員の間で経営上の重要事項を
相互に理解し、共有することで取締役会の実効性を高めております。

・監査役室が設置されており、監査役の職務を補助するスタッフとして１名を配置しております。当該スタッ
フは、監査役の指示に基づき業務遂行を行っており、その異動及び人事考課等については、監査役の承認を
得ることになっております。
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会社の支配に関する基本方針

①　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要
　当社グループでは、民間の気象情報会社として「船乗りの命を守りたい。地球の未来も守りたい。」と
いう夢を掲げ、気象が水、電気、交通、通信に続く第５の公共資産＝公共インフラであると考え、世界中
のあらゆる企業、個人の生命、財産に対するリスクを軽減し、ソリューションの提供などを通じた顧客の
事業の効率化・最適化の機会の増大を実現する気象サービスを目指しております。また、当社グループ
は、サポーター自身が主体的に気象の観測（感測）、分析、予測、配信・共有に参加し、当社とともに価
値を共創していく新しい気象サービスのあり方を追求していくことにより、社会や地球環境に貢献してい
きます。当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当
社グループの企業価値及び株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能
とする者でなければならないと考えております。言うまでもなく、上場会社である当社の株券等について
は、株主及び投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社取締役会としては、当社の財務及び
事業の方針の決定を支配する者は、最終的には株主の皆様全体のご意思により決定されるべきであり、当
社の株券等に対する大量取得行為の提案又はこれに類似する行為があった場合に、当社の株券等を売却す
るかどうかの判断も、最終的には当社の株券等を保有する株主の皆様の判断に委ねられるべきものである
と考えます。しかしながら、近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ず
に、一方的に大量取得行為の提案又はこれに類似する行為を強行する動きが増加しております。そして、
かかる株券等の大量取得行為の中には、その目的等から見て企業価値及び株主共同の利益に対する明白な
侵害をもたらすもの、株主に株券等の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株
主が株券等の大量取得行為の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するため
の十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすた
めに買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値及び株主共同の利益を毀損するもの
も少なくありません。当社としては、このような当社グループの企業価値及び株主の皆様の共同の利益を
毀損する大量取得行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、
このような者による大量取得行為に対しては必要かつ相当な対抗手段を講じることにより、当社グループ
の企業価値及び株主の皆様の共同の利益を確保する必要があると考えます。

②　基本方針の実現に資する特別な取り組みの内容の概要
　当社は、中長期にわたり企業価値を持続・発展させていくことこそが株主の皆様の共同の利益の向上の
ために最も優先されるべき課題であると考え、当社グループの企業価値及び株主の皆様の共同の利益の向
上を目的に、当社の中期経営計画の策定及びその実施、コーポレート・ガバナンスの強化、更に、業績に
応じた株主の皆様に対する利益還元を従前どおり進めてまいる所存です。
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③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されること
を防止するための取り組みの内容の概要

　当社は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを
防止するための取り組みとして、2023年８月19日開催の第37期定時株主総会において、当社株券等の大
量取得行為に関する対応策の更新について株主の皆様のご承認をいただきました（以下「本プラン」とい
います。）。本プランは、当社が発行者である株券等について、（ⅰ）保有者の株券等保有割合が20％以
上となる買付けその他の取得若しくはこれに類似する行為、若しくは、（ⅱ）公開買付けに係る株券等の
株券等所有割合及びその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け若しくはこれに
類似する行為、又はこれらの提案（買付等）を行おうとする者（買付者等）に対し、当社取締役会が、事
前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当該買付等についての情報収集・検討等を行う時間を確保し
た上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者との交渉等を行っていくための
手続を定めております。なお、買付者等は、本プランに係る手続の開始後、（ⅰ）当社取締役会による評
価、検討、交渉及び意見形成のための期間が終了するまでの間、又は、（ⅱ）取締役会により株主意思確
認手続が実施された場合には、同手続が完了するまでの間、買付等を開始することができないものとしま
す。買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行う場合等、当社の企業価値及
び株主の皆様の共同の利益が毀損されるおそれがあると認められる場合には、当社は対抗措置（買付者等
による権利行使は認められないとの行使条件及び当社が当該買付者等以外の者から当社株式と引換えに新
株予約権を取得する旨の取得条項が付された新株予約権（本新株予約権）の無償割当ての実施）を講じる
ことがあります。本プランにおいては、本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施について、取締役の
恣意的判断を排するため、対象となる買付等が本プランに定める手続を遵守しないものである場合、又は
濫用的な買付行為であると明らかに認められる場合を除き、（ⅰ）株主意思確認総会における株主投票に
より株主の皆様のご意思を確認する手続を実施することとしております。また、対象となる買付等が濫用
的な買付行為であると明らかに認められる場合であっても、（ⅱ）当社経営陣から独立した者のみから構
成される独立委員会の判断を経る手続を実施することとしております。その上で、当社取締役会は、株主
意思確認手続の結果に従い、又は、独立委員会の勧告を最大限尊重し、本新株予約権の無償割当ての実施
又は不実施に関する会社法上の機関としての決議を速やかに行うものとします。なお、当社は、上記①記
載の基本方針、上記②記載の取り組み及び本プランの内容を、以下のウェブサイトにて公表しておりま
す。
https://jp.weathernews.com/

④　本プランに対する取締役会の判断及びその理由
　当社は、中長期にわたり企業価値を持続・発展させていくことこそが株主の皆様の共同の利益の向上の
ために最優先されるべき課題であると考え、当社グループの企業価値及び株主の皆様の共同の利益の向上
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会社の支配に関する基本方針

を目的に、当社の中期経営計画の策定及びその実施、コーポレート・ガバナンスの強化、さらに、業績に
応じた株主の皆様に対する利益還元を従前どおり進めてまいる所存です。これらの取り組みの実施を通じ
て、当社グループの企業価値及び株主の皆様の共同の利益を向上させ、その向上が株主及び投資家の皆様
による当社株式の評価に適正に反映されることにより、上記の当社グループの企業価値及び株主の皆様の
共同の利益を毀損するおそれのある当社の株券等の大量取得行為は困難になるものと考えられます。した
がって、これらの取り組みは、基本方針に資するものであると考えております。また、本プランは、当社
の株券等に対する買付等が行われる場合に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、ある
いは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様の
ために買付者等と協議・交渉等を行ったりすることを可能とすることにより、当社の企業価値及び株主の
皆様の共同の利益を確保するための枠組みであり、基本方針に沿うものです。さらに、本プランは、関連
する指針の要件等を完全に充足していること、株主意思を重視するものであること、取締役の恣意的判断
を排除するために本プランの発動及び廃止等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として独
立委員会が設置されていること、合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動できないように設
定されていること、独立委員会は外部専門家等の意見を取得できる仕組みとなっていること、当社取締役
の任期が１年であること、有効期間満了前であっても株主総会又は取締役会によりいつでも廃止すること
ができるものとされていること等の理由から、株主の皆様の共同の利益を損なうものでなく、また、当社
の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。
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連結株主資本等変動計算書

(自　2025年６月 1 日
至　2026年５月31日 ) （単位：千円）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2 0 2 5 年 6 月 1 日 残 高 1,706,500 1,685,673 18,615,607 △819,518 21,188,262
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,774,872 △1,774,872
親会社株主に帰属する当期純利益 3,806,455 3,806,455
自 己 株 式 の 取 得 △232 △232
自 己 株 式 の 処 分 156,657 28,193 184,850
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － 156,657 2,031,583 27,961 2,216,201
2 0 2 6 年 5 月 3 1 日 残 高 1,706,500 1,842,330 20,647,190 △791,557 23,404,463

その他の包括利益累計額 新 株
予 約 権

非 支 配
株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

2 0 2 5 年 6 月 1 日 残 高 28,009 287,027 315,037 30,202 12,082 21,545,584
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,774,872
親会社株主に帰属する当期純利益 3,806,455
自 己 株 式 の 取 得 △232
自 己 株 式 の 処 分 184,850
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 12,593 138,421 151,015 △24,662 5,293 131,645

連結会計年度中の変動額合計 12,593 138,421 151,015 △24,662 5,293 2,347,847
2 0 2 6 年 5 月 3 1 日 残 高 40,603 425,449 466,052 5,539 17,375 23,893,431

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

連　結　注　記　表

１. 記載金額
　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
　また、単位未満金額がある場合はゼロ、ない場合は－を表示しております。

２. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴ 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数…………………………10社
　主要な連結子会社名は、事業報告の「重要な子会社の状況」に記載しているため、省略い
たしました。

② 非連結子会社の名称等
　非連結子会社名………………WEATHERNEWS BRASIL METEREOLOGIA LTD.

上海桑晒信息技術有限公司
（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に
見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響
を及ぼしていないためであります。

⑵ 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した関連会社の数………０社
② 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

　非連結子会社名………………WEATHERNEWS BRASIL METEREOLOGIA LTD.
上海桑晒信息技術有限公司

　関連会社名……………………WEATHERNEWS PHILIPPINES  INC.
（持分法を適用しない理由）

　持分法を適用していない非連結子会社２社及び関連会社１社は、それぞれ当期純損益
（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、か
つ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

－ 15 －



2026/07/23 18:19:56 / 25326833_株式会社ウェザーニューズ_招集通知

連結注記表

建物及び構築物 10年～43年
工具、器具及び備品 4 年～ 6 年

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、緯哲紐咨信息咨詢（上海）有限公司の決算日は12月31日であり、連結計
算書類の作成に当たっては、３月31日に仮決算を実施しております。
　その他の在外連結子会社の決算日は３月31日であり、連結計算書類の作成に当たっては、当
該会社の決算日の計算書類を使用しております。
　連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
満期保有目的の債券…………償却原価法（定額法）
その他有価証券

市場価格のない株式等……移動平均法による原価法

棚卸資産
　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

仕掛品………………………主として個別法による原価法
貯蔵品………………………主として移動平均法による原価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産……………………　当社は定率法を、また、在外連結子会社は主として定額

法を採用しております。
　ただし、当社は1998年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）並びに2016年６月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用
しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　また、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資
産については、３年間で均等償却する方法を採用しており
ます。
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無形固定資産……………………　当社は定額法を採用しております。
　ただし、当社における自社利用のソフトウエアについて
は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。なお、一部のサービス提供目的のソフ
トウエアについては、見込販売収益に基づく償却額と見込
有効期間（３年）に基づく均等配分額を比較し、いずれか
大きい額を償却する方法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金………………………　当社は債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。在外連結子会社は個別債権の回収可能性
を検討して計上しております。

訴訟損失引当金…………………　訴訟に対する損失に備えるため、当該損失見込額を計上
しております。

④ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。
　なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益
及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整
勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。
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⑤ 重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の
内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおり
であります。
イ．ストック型ビジネス
（イ）月額固定型

　当社グループが構築した共通の基幹インフラをベースに、各事業グループが気象を
ベースにしたコンテンツ、サービス又は新規に開発したコンテンツを契約期間にわた
って継続的に提供しております。これらの売上は顧客毎に予め定めた月額単価を設定
し、顧客への役務提供が契約期間にわたって履行義務が充足したものと捉え、一定期
間で収益を認識しております。
　履行義務の充足から１ヶ月以内の受領を標準条項としており、また重大な金融要素
は含まれておりません。
本計上基準を主として適用している事業：Sky Domain、Land Domain

（ロ）従量課金型
　当社グループが構築した共通の基幹インフラをベースに、各事業グループが気象を
ベースにしたコンテンツ、サービス又は新規に開発したコンテンツを契約に基づき取
引数量に対して提供しております。これらの売上は契約単価にサービス提供の取引数
量を乗じて算定し、顧客への役務提供が契約期間にわたって履行義務が充足したもの
と捉え、一定期間で収益を認識しております。
　履行義務の充足から１ヶ月以内の受領を標準条項としており、また重大な金融要素
は含まれておりません。
本計上基準を主として適用している事業（取引数量）：
Sea Domain（船隻数や運航数、航海日数）、Internet Domain（契約数）

ロ．フロー型ビジネス
　将来のストック売上につながるように、顧客との契約に基づき、気象に関するシステ
ム販売、調査や開発業務等を行い、その約束した財又はサービスに対する支配を顧客に
移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識
しております。そのうち、履行義務を充足するにつれて、顧客が便益を享受する場合に
は、進捗度をシステム仕入、調査や開発業務等に使用されたコストが予想されるコスト
合計に占める割合（インプット法）により算定し、一定期間にわたり収益を認識してお
ります。なお、進捗度の見積りにおける主要な仮定は、予想されるコスト合計です。
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ソフトウエア 128,181千円
ソフトウエア仮勘定 3,882千円

３. 会計上の見積りに関する注記
（自社利用のソフトウエア及びソフトウエア仮勘定の評価）

⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　当社グループでは、自社利用のソフトウエア及びソフトウエア仮勘定について、将来の
収益獲得又は費用削減が確実と認められる場合に無形固定資産に計上しており、社内にお
ける利用可能期間（５年）に応じて償却を行っております。なお、一部のサービス提供目
的のソフトウエアについては見込販売収益に基づく償却額と見込有効期間（３年）に基づ
く均等配分額を比較し、いずれか大きい額を償却する方法を採用しております。

②　見積りの算出に用いた主要な仮定
　将来の収益獲得見込額を判断するにあたり用いた主要な仮定は、新規及び既存顧客への
販売計画であり、過去の販売実績等の経営環境の変化等を考慮して算定しております。ま
た、将来の費用削減効果は、サービス運営及びITインフラ開発の生産性向上に伴う将来の
費用削減額を見積もることにより効果を判定しております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　主要な仮定である販売計画並びにサービス運営及びITインフラ開発の生産性は、経営環
境及びIT開発環境の変化による不確実性が存在し、当初想定した仮定のとおりに推移しな
い可能性があります。その場合、将来の収益獲得額又は費用削減効果が当初想定額よりも
減少するため、翌連結会計年度の連結計算書類において、ソフトウエアの計上額に重要な
影響を与える可能性があります。
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有形固定資産の減価償却累計額 5,175,359千円

場所 用途 種類 減損損失（千円）
日本 遊休資産 工具、器具及び備品 12,833

合計 － － 12,833

　　　　　普通株式 47,376,000株

　　　　　普通株式 2,955,814株

４. 連結貸借対照表に関する注記

　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

５. 連結損益計算書に関する注記
減損損失
　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　当社グループは、事業用資産について、内部管理上、キャッシュ・フローを生み出す最小単
位を基準として資産のグルーピングを行っております。また、遊休資産については個別資産ご
とにグルーピングを行っております。
　遊休資産について、気象観測レーダーの利用計画の見直しに伴い、将来の利用見込みがない
ことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上
しております。なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、使用見込期間が短
期であるため、割引率は考慮しておりません。

６. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

（注）当社は、2026年３月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりま
す。

⑵ 当連結会計年度の末日における自己株式の総数

（注）当社は、2026年３月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりま
す。
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決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年８月16日
定時株主総会 普通株式 775,559 35.00 2025年

５月31日
2025年

８月18日
2025年12月26日

取締役会 普通株式 999,312 45.00 2025年
11月30日

2026年
１月26日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の

総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2026年８月29日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 2,776,261 62.50 2026年

５月31日
2026年

８月31日

第11回新株予約権　　　　　普通株式 27,600株

⑶ 配当に関する事項
① 配当金支払額

（注）当社は、2026年３月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりま
す。「１株当たり配当額」につきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）１株当たり配当額には、記念配当40.00円を含んでおります。

⑷ 当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の数

（注）当社は、2026年３月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりま
す。

７. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については主に短期的な預金等に限定しており、資金調達につ
いては主に銀行借入及び社債発行によっております。
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連結注記表

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

投資有価証券 3,393 3,355 △37

区分 2026年５月31日
投資有価証券（非上場株式） 208,726

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　当社グループの売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理の規程に従い、取引先に対す
る与信管理情報を共有し、必要に応じて債権保全策を検討・実施しております。
　また、金銭債務及び有利子負債の流動性リスクは、資金繰り計画を作成するなどの方法に
より管理しております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2026年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。

（単位：千円）

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項
　現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、未払金、未払法人税等については短
期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、注記を省略しております。

（注２）市場価格のない株式等は、上記の表には含まれておりません。当該金融商品の連結貸
借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）
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連結注記表

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　満期保有目的の債券
　　国債 － 3,355 － 3,355

⑶ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下
の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定
した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ
ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。
①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
　該当事項はありません。

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

(注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　投資有価証券の時価については、取引金融機関から提示された価格により算定しており、
レベル２の時価に分類しております。
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連結注記表

Sea 
Domain

Sky 
Domain

Land 
Domain

Internet 
Domain 合計

一時点
で移転
される
財又は
サービ
ス

ス ト ッ ク
売上 － － － － －

フロー
売上 26 7,090 93,402 36,668 137,187

計 26 7,090 93,402 36,668 137,187

一定の
期間に
わたり
移転さ
れる財
又はサ
ービス

ス ト ッ ク
売上 6,324,047 1,523,848 7,111,629 8,594,625 23,554,151

フロー
売上 44,862 102,093 640,972 － 787,928

計 6,368,910 1,625,942 7,752,602 8,594,625 24,342,079

顧客と
の契約
から生
じる収
益

ス ト ッ ク
売上 6,324,047 1,523,848 7,111,629 8,594,625 23,554,151

フロー
売上 44,888 109,184 734,375 36,668 925,116

計 6,368,936 1,633,033 7,846,005 8,631,293 24,479,267

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 6,368,936 1,633,033 7,846,005 8,631,293 24,479,267

８. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　連結注記表「２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項(4)会計方針に関する事項
⑤重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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連結注記表

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 3,340,038

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 3,831,219

契約資産（期首残高） 1,169,647

契約資産（期末残高） 1,058,648

契約負債（期首残高） 667,617

契約負債（期末残高） 679,950

⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

　契約資産は、顧客との契約について進捗度に応じて一定期間にわたり認識した収益にかかる
未請求売掛金であります。契約資産は、顧客の検収時に顧客との契約から生じた債権に振替え
られます。
　契約負債は、顧客との契約について契約条件に基づき顧客から受け取った前受金に関するも
のであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度において、契約資産が110,999千円減少した主な理由は、Land Domainに
おける顧客との契約から生じた債権への振替による減少が、Sea Domain、Sky Domainにお
ける履行義務の充足による増加を上回ったことによるものであります。また、当連結会計年度
において、契約負債が12,332千円増加した主な理由は、Sea Domainにおける前受金の受け
取りによる増加が収益の認識による減少を上回ったことによるものであります。
　当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、
595,409千円であります。
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連結注記表

当連結会計年度

１年以内 1,024,256

１年超２年以内 57,940

２年超３年以内 28,513

３年超 20,354

合計 1,131,065

⑴ １株当たり純資産額 537円37銭
⑵ １株当たり当期純利益 85円76銭

②　残存履行義務に配分した取引価格
　当連結会計年度末において、未充足（又は部分的に未充足）の履行義務に配分した取引価格
の総額及び収益の認識が見込まれる期間は以下のとおりであります。なお、実務上の便法を使
用しているため、当初の予想残存期間が１年以内の取引は含めておりません。

（単位：千円）

９. １株当たり情報に関する注記

（注）「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益」は、当連結会計年度に行いました株
式分割が当連結会計年度の期首に行われたと仮定して、それぞれ算定しております。

10. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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貸借対照表

科　　　　目 金　　額 科　　　　目 金　　額
（資  産  の  部） （負  債  の  部）      

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
契 約 資 産
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
特 許 権
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定
電 話 加 入 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
敷 金 ・ 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

22,712,734
17,167,034
3,606,047
1,058,648

57,827
201,283

9,562
550,514
27,849
54,919

△20,951
3,926,395
1,392,658

732,173
239,050
413,062

8,372
0

136,583
211

128,181
3,882
3,705

602
2,397,153

212,120
533,065
25,841

167,094
1,410

440,351
919,691
53,664

207,336
△163,421 　

流 動 負 債 3,679,097
買 掛 金 253,089
未 払 金 488,329
未 払 消 費 税 等 247,621
未 払 費 用 786,213
未 払 法 人 税 等 1,057,631
契 約 負 債 635,450
前 受 金 46,989
預 り 金 63,658
資 産 除 去 債 務 99,496
そ の 他 617

固 定 負 債 399,793
資 産 除 去 債 務 399,793
負 債 合 計 4,078,891
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 22,514,096
資 本 金 1,706,500
資 本 剰 余 金 1,844,905

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,844,905
利 益 剰 余 金 19,754,248

利 益 準 備 金 426,625
そ の 他 利 益 剰 余 金 19,327,623

別 途 積 立 金 9,500,000
繰 越 利 益 剰 余 金 9,827,623

自 己 株 式 △791,557
評 価 ・ 換 算 差 額 等 40,603

その他有価証券評価差額金 40,603
新 株 予 約 権 5,539

純 資 産 合 計 22,560,239
資 産 合 計 26,639,130 負 債 純 資 産 合 計 26,639,130

貸 借 対 照 表
（2026年５月31日現在）

（単位：千円）
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損益計算書

(自　2025年６月 1 日
至　2026年５月31日 ) （単位：千円）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額
売 上 高 24,174,580
売 上 原 価 12,926,546

売 上 総 利 益 11,248,034
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,145,445

営 業 利 益 5,102,588
営 業 外 収 益

受 取 利 息 31,925
受 取 配 当 金 500
投 資 有 価 証 券 売 却 益 89,241
保 険 配 当 金 13,545
補 助 金 収 入 32,165
為 替 差 益 78,795
未 払 配 当 金 除 斥 益 1,373
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 22,517
そ の 他 7,508 277,570

営 業 外 費 用
コミットメントライン関連費用 3,150
関 係 会 社 債 権 放 棄 損 53,424
そ の 他 3,082 59,656
経 常 利 益 5,320,501

特 別 損 失
減 損 損 失 12,833 12,833
税 引 前 当 期 純 利 益 5,307,668
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,691,339
法 人 税 等 調 整 額 △80,436 1,610,903
当 期 純 利 益 3,696,764

損 益 計 算 書
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株主資本等変動計算書

(自　2025年６月 1 日
至　2026年５月31日 ) （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利益剰余金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金 利 益 剰 余 金
合 計別途積立金 繰越利益剰余金

2 0 2 5 年 6 月 1 日 残 高 1,706,500 1,688,248 1,688,248 426,625 9,500,000 7,905,730 17,832,355
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,774,872 △1,774,872
当 期 純 利 益 3,696,764 3,696,764
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 156,657 156,657
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － 156,657 156,657 － － 1,921,892 1,921,892
2 0 2 6 年 5 月 3 1 日 残 高 1,706,500 1,844,905 1,844,905 426,625 9,500,000 9,827,623 19,754,248

株 主 資 本 評価・換算差額等
新 株 予 約 権 純 資 産

合 計自己株式 株主資本
合 計

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2 0 2 5 年 6 月 1 日 残 高 △819,518 20,407,585 28,009 28,009 30,202 20,465,797
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,774,872 △1,774,872
当 期 純 利 益 3,696,764 3,696,764
自 己 株 式 の 取 得 △232 △232 △232
自 己 株 式 の 処 分 28,193 184,850 184,850
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額） 12,593 12,593 △24,662 △12,068

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 27,961 2,106,510 12,593 12,593 △24,662 2,094,442
2 0 2 6 年 5 月 3 1 日 残 高 △791,557 22,514,096 40,603 40,603 5,539 22,560,239

株主資本等変動計算書
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個別注記表

建物 　10年～43年
工具、器具及び備品 　４年～ ６年

個　別　注　記　表

１. 記載金額
　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
　また、表示単位未満金額がある場合はゼロ、ない場合は－で表示しております。

２. 重要な会計方針
⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券……………償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法
その他有価証券
　市場価格のない株式等………移動平均法による原価法

⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
仕掛品……………………………主として個別法による原価法
貯蔵品……………………………主として移動平均法による原価法

⑶ 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産……………………定率法

　ただし、当社は1998年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）並びに2016年６月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しており
ます。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　また、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産
については、３年間で均等償却する方法を採用しておりま
す。
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個別注記表

無形固定資産……………………定額法
　ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま
す。なお、一部のサービス提供目的のソフトウエアについて
は、見込販売収益に基づく償却額と見込有効期間（３年）に
基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を償却する方
法を採用しております。

⑷ 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。

⑸ 引当金の計上基準
貸倒引当金…………………………　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

⑹ 収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当
該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

イ．ストック型ビジネス
（イ）月額固定型

　当社が構築した共通の基幹インフラをベースに、各事業グループが気象をベースに
したコンテンツ、サービス又は新規に開発したコンテンツを契約期間にわたって継続
的に提供しております。これらの売上は顧客毎に予め定めた月額単価を設定し、顧客
への役務提供が契約期間にわたって履行義務が充足したものと捉え、一定期間で収益
を認識しております。履行義務の充足から１ヶ月以内の受領を標準条項としており、
また重大な金融要素は含まれておりません。
本計上基準を主として適用している事業：Sky Domain、Land Domain
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（ロ）従量課金型
　当社が構築した共通の基幹インフラをベースに、各事業グループが気象をベースに
したコンテンツ、サービス又は新規に開発したコンテンツを契約に基づき取引数量に
対して提供しております。これらの売上は契約単価にサービス提供の取引数量を乗じ
て算定し、顧客への役務提供が契約期間にわたって履行義務が充足したものと捉え、
一定期間で収益を認識しております。履行義務の充足から１ヶ月以内の受領を標準条
項としており、また重大な金融要素は含まれておりません。
本計上基準を主として適用している事業（取引数量）：
Sea Domain（船隻数や運航数、航海日数）、Internet Domain（契約数）

ロ．フロー型ビジネス
　将来のストック売上につながるように、顧客との契約に基づき、気象に関するシステ
ム販売、調査や開発業務等を行い、その約束した財又はサービスに対する支配を顧客に
移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識
しております。そのうち、履行義務を充足するにつれて、顧客が便益を享受する場合に
は、進捗度をシステム仕入、調査や開発業務等に使用されたコストが予想されるコスト
合計に占める割合（インプット法）により算定し、一定期間にわたり収益を認識してお
ります。なお、進捗度の見積りにおける主要な仮定は、予想されるコスト合計です。
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ソフトウエア 128,181千円
ソフトウエア仮勘定 3,882千円

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 4,342,125千円

　関係会社に対する短期金銭債権 82,073千円
　関係会社に対する短期金銭債務 174,065千円

関係会社との取引高
　売上高 1,097,790千円
　仕入高 1,573,576千円
　販売費及び一般管理費 797,635千円
　受取利息 9,323千円

　　　　　普通株式 2,955,814株

３. 会計上の見積りに関する注記
（自社利用のソフトウエア及びソフトウエア仮勘定の評価）

⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を
省略しております。

４. 貸借対照表に関する注記

　　　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

⑵ 関係会社に対する金銭債権・債務

５. 損益計算書に関する注記

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度末における自己株式の数

（注）当社は、2026年３月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりま
す。
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　関係会社株式等評価損
　減価償却超過額

425,686千円
452,993千円

　資産除去債務 156,776千円
　その他 435,124千円

　繰延税金資産小計 1,470,582千円
　評価性引当額 △490,991千円

　繰延税金資産合計 979,591千円

　資産除去債務に対応する除去費用 37,051千円
　その他有価証券評価差額金 18,585千円
　その他 4,262千円

　繰延税金負債合計 59,899千円
　繰延税金資産の純額 919,691千円

属性 会社等の名称
議決権等の

所有
（被所有）

割合
関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
Weathernews
Shanghai Co,Ltd.
緯哲紐咨信息咨詢
(上海)有限公司

所有
直接

100.0%

当社より気象コ
ンテンツの供給
販売業務の委託
出向者の派遣
役員の兼務

債権放棄
（注） 53,424  － －

７. 税効果会計に関する注記
　　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産

　繰延税金負債

８. 関連当事者との取引に関する注記
（単位：千円）

（取引条件及び取引条件の決定方針等）
（注）債権放棄については、外貨規制により回収できない未収入金に対して行ったものであり

ます。
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⑴ １株当たり純資産額 507円75銭
⑵ １株当たり当期純利益 83円28銭

９. 収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「８．収益認識
に関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

10. １株当たり情報に関する注記

（注）「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益」は、当事業年度に行いました株式分
割が当事業年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。

11. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

以　上
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